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働き方改革の推進，新型コロナウイルス感染症拡大を背景に，テレワークが急速に進展し，通勤行動が

大きく変化した．この行動変化を把握することは，今後の鉄道サービスを検討する上では重要であるもの

の，実行動に基づく定量的な分析は少なく，実態が明らかにされていない．そこで，本研究では，筆者ら

の先行研究を踏まえ，自動改札データを用い，鉄道利用者の通勤行動の変化を分析する．コロナの影響に

より，対象路線をほぼ毎日利用していた約 86万人のうち，約 8万人が在宅テレワークに，約 8万人が利用

頻度を大きく減少させたことを明らかにした．また，OD 別の変化，通勤頻度と定期券利用の関係，性・

年齢階層別の変化，出発時間帯の変化，定期券保有と立ち寄り行動との関係等についても定量的に明らか

にしている． 
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1. はじめに 
 
働き方改革の政府による積極的な推進に加え，新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止のための緊急事態宣言，

まん延防止等重点措置に伴う外出自粛要請により，テレ

ワーク 1)が急速に進展し，大都市圏の通勤行動が大きく

変化している．特に，東京都市圏では，他の都市圏と比

較して感染者数が多かったことから，長期間の外出自粛

要請がなされ，テレワークが強く推奨されてきた．これ

により，通信ネットワーク，モバイル端末，労働管理等

の環境整備が急速に進み，多くの企業，労働者が実際に

テレワークを経験 2)し，そのメリット，デメリットを体

感することとなった．テレワークの進展という視点では，

新型コロナウイルス感染症の拡大は，壮大な社会実験の

ような役割を果たし，普及さらには定着を速めることに

寄与したと言えよう．このテレワークの進展による通勤

行動の変化は，コロナ禍における一時的な現象ではなく，

終息後にも一定程度残り，継続されると考えられる．そ

のため，今後の都市鉄道需要の変化を分析するうえでは，

これまでの分析の延長ではなく，このコロナによる変化

をできるだけ正確に把握し，その影響を明らかにするこ

とが重要である． 
以上の背景のもと，筆者ら 3)は，分析対象を平日午前

中に東急線発・東京都区部着の鉄道利用者とし，鉄道駅

の自動改札データと定期券情報を用いて個人を特定・追

跡することにより，延べ利用回数（人・回 / 月）だけで
なく，利用者数（人 / 月），利用頻度（回 / 月）等の変
化の定量的な分析を行ってきた．なお，本研究での「個

人の特定」とは，個人情報を含むものではなく，同一の

IC カードを使用したトリップを同一の人が行ったとみ

なすことである．また，テレワークの進展による通勤行

動の変化の一端を，自動改札データを用いて定量的に示

したことは社会的にも大きな成果である． 
しかしながら，筆者らの先行研究では，テレワークの

進展に伴う都市鉄道需要の特徴的な変化と，自動改札デ

ータを用いた長期間の追跡分析の有用性は示すことはで

きたものの，分析対象サンプルが東京都区部着の鉄道利

用者と限定されていたため，全体傾向の把握にまでは至

っていない．また利用頻度の変化と定期券利用の関係に

ついても明らかにできていない等，今後の施策を検討す

るうえで重要となる事項のいくつかが課題として残って

いる． 
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そこで，本研究では，分析対象トリップを，到着地を

限定せずに東急線発の全トリップへ拡大すること，分析

対象期間を，コロナ期間前の 2018年 4月〜2021年 10月
の 3 年半に拡大することを行い，1）当該地域における

分析対象期間中の転入・転出等により，鉄道利用を開

始・停止した人の延べ利用回数の変化を明らかにするこ

と，2）拡大した分析対象における OD 別の鉄道利用者

の数およびその比率の変化を明らかにすること，3）通
勤頻度と定期券利用の関係を明らかにすること，4）定
期券利用形態別の鉄道利用行動の変化を明らかにするこ

と， 5）定期券利用と性・年齢階層，トリップチェーン

から得られる立寄り行動との関係を明らかにすること，

6）利用時間帯の変化を明らかにすることに取り組む．

テレワークが進展した際の鉄道サービスおよび鉄道沿線

サービスの検討における基礎資料となるように，本研究

では，以上のような各鉄道利用者の特定・追跡が可能な

自動改札データを用いた定量的かつ詳細な分析を行い，

鉄道利用頻度の変化等の実態を明らかにすることを目的

としている．  
 
 
2.  既往研究のレビューと本研究の位置付け 
 
交通行動に関する分析方法として取り上げられる携帯

電話の位置情報やアンケート，交通 IC カードに関する

既往の研究を記載する． 
携帯電話の普及に伴い，交通行動に関する携帯電話の

GPS情報を活用した研究が多く実施されている．プロー

ブデータ収集機器「PhoneGPS」を用いた鉄道利用者の
経路選択や買い物行動の把握 4)や PHSの位置情報を用い

た移動体通信システムの利用可能性 5)，携帯電話から入

手できるサンプル数の違いによる欠損トリップの補償可

能性等 6)，新型コロナウイルスに関するものでは，外出

の自粛率 7-11)および接触率 12)の地域差等やアフターコロ

ナ時代におけるモバイルビッグデータの活用可能性を実

例を使用した研究 13)がある．しかしながら，携帯電話の

位置情報のデータは各携帯電話会社による拡大処理がさ

れており，また，その処理方法が公表されていないため，

活用するためにはその制約条件を考慮した取り扱いが必

要である．  
 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い，テレワークに

関するアンケート調査が数多く実施されている．テレワ

ークの導入・実施状況をコロナ前，緊急事態宣言下，宣

言解除後の時系列断面でアンケート調査をまとめたもの

があり，導入と実施に乖離があること，テレワーク経験

者はオフィスワークとテレワークの併用を望むといった

報告 14)がある．アンケートは実施により容易に傾向を把

握することができるが，アンケート調査方法によって差

が大きく，戦略策定のための実態把握には不十分である． 
IC カードデータを用いた分析は数多く実施されてい

る．IC カードを利用する鉄道利用者の購買行動に着目

した飲食店の利用状況の把握 15), 16)や，交通弱者に着目し

た移動パターン抽出方法の提案 17)，ロンドンで導入され

ているOyster Cardの利用履歴データを用いた公共交通変

動把握方法の提案 18)，高知県内の路面電車やバス等で使

用できる交通系 ICカード「ですか」データを用いたOD
の変動，天候による利用動向を明らかにしている 19)．し

かし，大都市圏での交通行動に着目したものや詳細な利

用形態に焦点を当てた分析は少なく，一部の利用者，短

期間分析に留まるものが多い． 
携帯電話のGPSを利用した集計は個人の行動変化把握

が困難であり，アンケートによる集計は調査方法により

結果が大きく異なるため，詳細な行動変化把握に不適当

であり，IC カードを利用した研究は短期間かつ一部の

利用者に限定されている．以上を踏まえ，本研究は，鉄

道利用者の行動変化を詳細に把握し得る自動改札データ

を用い，長期間の追跡かつ分析対象者を拡大し，通勤行

動の変化の実態を定量的に明らかにする実証研究として

位置付ける． 
 
 
３. 本研究の特徴・着眼点 
 
本研究の特徴の一つは，個人を特定可能な自動改札デ

ータを用いることにより，延べ利用回数の推移だけでな

く，利用者数と利用頻度の推移を明らかにすることであ

る．延べ利用回数の推移は，全体傾向を把握するために

は基本的かつ有益な情報であり，これまでも実務におい

て多く使われてきた．しかしながら，その時系列変化が

鉄道利用者数の増減に起因するものか，利用頻度の増減

に起因するものかといった変化の詳細については，本研

究で用いる自動改札データのように個人を特定できるデ

ータでないと分析することは不可能である．テレワーク

の進展が，どのタイミングで，どのように広がり，定着

したかを知ることは，コロナ終息後の状況を考えるうえ

では重要なことであり，本研究ではその点に着眼してい

る． 
 また，もう一つの特徴は，特定した個人を一定期間追

跡し，その行動変化を明らかにすることである．先述し

たように，個人を特定することにより，延べ利用回数は

利用者数と利用頻度に，さらには定期と定期外に分解す

ることが可能である．図-1 に，「延べ利用回数（人・

回／月）」，「利用者数（人／月）」，「利用頻度（回

／週）」の時系列変化を，定期および定期外の合計，定

期，定期外に分けてそれぞれ示す．これらのグラフは，

対コロナ期間前の同月比を，2019年10月を100としたと

図-2 分析対象者数の減少 

図-3 延べ利用回数の時系列変化 
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きの 3つの項目の変化を表している．なお，年により，

月別の平日の数が異なるために，平日数を揃える処理を

行っている．図-1 より，各線の変化のタイミングや大

きさには差異があり，延べ利用回数の減少には，利用頻

度よりも利用者数の方が大きく寄与していることが見て

取れる．定期，定期外においても同様の傾向である．ま

た，定期外の利用頻度が，2020年 4月以降に増えている

ことは特徴的な変化のように見受けられるが，これらは

各断面の平均値に過ぎないため，単純にそれらの推移だ

けでは，各個人が利用頻度をどのように変化させたかを

把握することはできない．したがって，各個人の行動変

化を明らかにするためには，個人を特定するだけでなく，

追跡することが必要となる．この特定・追跡という分析

により把握できる利用頻度や乗車時刻の変化を踏まえた

テレワークの実施と ODパターン，定期券利用等の関係

も，本研究における着眼点の一つである． 
 他方で，自動改札データを用いた個人を特定・追跡す

る分析では，鉄道利用停止者を追跡することが不可能で

あるため，分析対象期間が延びるに従い，分析対象サン

プルが減少してしまうことや，分析対象期間内に利用を

開始・停止した人の影響を把握できないというデメリッ

トがある．図-2に，2018年10月および2019年10月に分
析対象エリアを出発した鉄道利用者を特定・追跡をする

ことにより得られた利用者数の変化を示す．利用者数が

コロナ期間前においても毎月減少をしていることが見て

取れる．本研究では，これらの特徴と課題を踏まえ，分

析対象エリア内の 3年半の期間に鉄道利用を開始・停止

した人の影響にも着眼している． 
  
 
 
 

４. 分析データと分析方法 
 

分析データとして，東急電鉄株式会社の自動改札デー

タを用いる．東急電鉄は，年間輸送人員が約 11 億人

（コロナ期間中は約 8億人）の東京都，神奈川県をエリ

アとする鉄道会社である．分析対象期間は，2018年 4月
〜2021 年 10月の 3 年半としている．なお，新型コロナ

ウイルス感染症の影響を明らかにするために，「コロナ

期間前：2018 年 10月〜2019 年 10月」と「コロナ期間
中：2019年 10月〜2020年 10月」に分け，それらを比較
した分析を行う．2020 年 10月にする理由は，テレワー

ク環境が一定程度整備されたこと，また緊急事態宣言が

明け，通勤利用時間帯の利用者数が 70%以上に回復して

いること，その後の回復に大きな変化がなく，コロナ終

息後を考えるのに適していると考えたためである． 2019
年 10月〜2020年 10月の変化には，コロナの影響に加え
て定常的な変化の影響も含まれているため，2018 年 10
月〜2019 年 10月の差分を取ることにより，コロナの影

響を抽出する．また，本分析は，特に通勤行動の変化に

焦点を当てているため，分析対象者は，平日の午前 5時
から午前 12時に東急線内から出発した者とし，その中

で発着駅が特定可能な者としている．なお，一日の利用

者数の約 70%が午前中に出発し，その内の約 70%が定期
券利用者である．また，定期券利用者の約 80%が通勤定
期，約 20%が通学定期を利用している． 
本研究は，以下の 5 つの分析から構成されている．1

つ目は，鉄道利用の開始・停止者と利用継続者における

延べ利用回数の推移の比較分析である．2 つ目は，東京

都区部以外に到着地を持つサンプルを加えた OD別の鉄

道利用者の数および比率の変化に関する分析である．出

発地（居住地）別・到着地（勤務地）別の延べ利用回数，

利用者数，利用頻度等の変化から，テレワークの進展状

 
図-1 延べ利用回数，利用者数，利用頻度変化 
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況を居住地や勤務地の特徴から考察する．3 つ目は，利

用頻度別の鉄道利用行動の変化に関する分析である．利

用頻度の内訳および定期・定期外利用の時系列変化から

テレワークの実態を明らかにする．4 つ目は，利用頻度

と定期利用に関する分析である．定期券を継続した者，

定期券を取り止めた者を対象とした利用頻度の変化から，

定期券利用に焦点を当てたテレワークの実態を明らかに

する．5 つ目は，時間帯別（ラッシュ時間前，ラッシュ

時間帯，ラッシュ時間後，午後利用）利用者の推移に関

する分析である．ラッシュ時間帯別利用の変化からテレ

ワークの実態を明らかにするものである． 
 
 
５．東急線の利用開始者と利用停止者の動向 

 
東急線の利用開始者とは，分析対象期間中に東急線の

自動改札機を IC カードでの通過が初めて観測された人

とし，利用停止者とは，同期間中に東急線の改札機を

IC カードでの通過が観測されなくなった人としている．

両者の変動の大きさを利用継続者の変動の大きさと比較

することにより，利用開始者と利用停止者の影響の大き

さを明らかにする．分析対象期間は，2018年 4月〜2021
年 10月の平日の終日を対象とする．なお，分析対象期
間の前後の半年は，期間外から受ける影響が大きいため，

現象の把握をするための期間を 2018年 10月〜2021年 4
月としている．また，あるひと月だけ利用した鉄道利用

者は，当該地域に居住し通勤したトリップではなく，業

務，私事，観光等のトリップであった可能性が高いため，

本分析では対象から除外している．図-3 に，各月の利

用開始者の延べ利用回数の時系列変化を示す．図-3 よ
り，2018年4月の利用開始者の延べ利用回数は図-2と同

様に時間の経過とともに減少している．総延べ利用回数

の変化は，通常の季節波動を示しており，総数はほとん

ど変化がないものの，その内訳を見ると先の利用開始者

の延べ利用回数の減少分が後の利用開始者の延べ利用回

数に置き換わっていることが見て取れる．図-4 に，利
用開始者と利用停止者の延べ利用回数の差分の時系列変

化と利用継続者の延べ利用回数の月別変化を示す．図-4
より，開始者と停止者はほぼ同数で推移していること，

さらには，利用開始者と利用停止者の延べ利用回数の差

分の変化量の変動と比較し，利用継続者の延べ利用回数

の変化量の変動が大きいことを明らかにした．  
 
 
６．OD別の鉄道利用者の数および比率の変化 

 
OD 別の分析をするにあたり，出発地（居住地）側に

ついては「1) 田園都市線（東京側），2) 田園都市線（神
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図-2 分析対象者数の減少 
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奈川側），3) 東横・目黒線（東京側），4) 東横・目黒線

（神奈川側），5) 大井町線・池上線・東急多摩川線」の

5 つのエリアとし，到着地（勤務地）側については「1) 
都心 3区（千代田区，中央区，港区），2) 副都心 4区
（新宿区，渋谷区，文京区，豊島区），3) 城南地区（品

川区，大田区，目黒区），4) 城西地区（世田谷区，中野

区，杉並区，練馬区），5) 横浜市，6) 川崎市」の 6つの
エリアとする．分析対象は，2018年〜2021年の各年にお

ける 10月の平日午前の東急線利用者とする．自由が丘

駅や大岡山駅のような重複駅は上記の番号が小さいエリ

アに分類している．なお，１日の最初のトリップの発地

を居住地，着地を勤務地と定義する． 
図-5に，OD別の延べ利用回数の推移を示す．図-5よ
り，2018年〜2019年においては，居住地に依らず延べ利

用回数が10%強で増加しており，2019年〜2020年におい
ては，新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，田

園都市線（東京側）では対前年 34%減少を筆頭に，他居

住地においても20〜30%減少していること，また2020年
〜2021 年においては，対前年で 5％前後で減少している

ことが見て取れる．また，居住地別の勤務地内訳の2019
年と 2020 年の変化については，田園都市線（東京側），

田園都市線（神奈川側），東横・目黒線（神奈川側）の

居住地において，勤務地である都心 3区，副都心 4区の
延べ利用回数が 2019 年と比較して小さくなっているこ

とが見て取れる．一方で，東横・目黒線（東京側），大

井町・池上線・東急多摩川線では勤務地別の変化に差異

が見られなかった． 
2019年から2020年におけるOD別の延べ利用回数の変

化を見ると，都心 3区，城南地区，副都心 4区の順で減

少量が大きく，また減少比率では，都心 3区が居住地に

依らず 37〜28%減少しており，副都心 4区では 28〜20%
減少している．「大井町線・池上線・東急多摩川線」

 

図-5 OD別の延べ利用回数の時系列変化 
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発・「城南地区」着および「東横・目黒線（神奈川側）」

発・「横浜市」着の ODパターンでは，減少数が他と比

較して多いものの，減少比率は低くなっていることから，

利用者数が多く重要な ODパターンであるが，テレワー

クが他の地域と比べてあまり進んでいないことが読み取

れる．一方で，「田園都市線（東京・神奈川側）および

東横・目黒線（東京・神奈川側）」発・「都心 3区，副
都心 4区」着のODパターンでは，減少数および減少比

率がともに大きいことから，分析対象の中では最もテレ

ワークが進展しており，新型コロナウイルス感染症終息

後において注視する必要があることを明らかにした． 
 

７．利用頻度別の鉄道利用行動（利用頻度，定期

利用）の変化 

 
2018年10月と2019年10月における利用頻度内訳の変

化を「定常的な変化」，2019年10月と2020年10月にお
ける利用頻度内訳を「定常的な変化＋コロナの影響」と

し，この２期間の変化を比較することにより，新型コロ

ナウイルス感染症の拡大による変化を分析する．分析対

象を 2018年〜2020年の各年における 10月の平日午前の
東急線利用者を対象とする． 
図-6に，利用頻度の変化の内訳を，2018 年 10月から

2019 年 10月（左表）と 2019 年 10月から 2020 年 10月

 
 

 
図-7  コロナの影響による利用頻度の変化 

 

定常的な変化2018/10 2019/10
定常的な変化＋テレワーク進展の影響

2020/10
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週２⽇ 5.3 7.0 8.4 11.9 15.1 16.3 41.3 100.0
週１⽇ 11.0 2.8 2.2 4.6 17.2 25.1 48.1 100.0
週１⽇未満 54.6 1.8 0.9 1.1 3.9 14.8 77.5 100.0

利⽤頻度（2020年10⽉）
内訳
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内
訳
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週３⽇ -5.8 -6.3 -1.4 3.4 3.1 7.0 
週２⽇ -2.4 -3.5 -5.2 1.2 2.9 7.0 
週１⽇ -1.2 -0.7 -2.5 -5.5 1.9 8.0 
週１⽇未満 -1.2 -0.2 -0.1 -0.2 2.2 -0.5 

（単位：pt）
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コロナ期間においても
頻度を変えなかった⼈ 約 33万⼈

コロナの影響により
頻度を減少させた⼈ 約 16万⼈

定常的に頻度を
変更する⼈

約 37万⼈東急線発
平⽇午前利⽤者

約 370万⼈

図-6 利用頻度の変化 

表-1 コロナの影響による利用頻度の変化 
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（右表）に分けて示す．なお，内訳の表現を，当該月の

総利用日数を基にして週に平均何日利用したかという表

現としている．図-6より，2018 年と 2019 年における利

用頻度内訳では，週 4日以上利用する利用者の約 60%が
頻度を変えず，約 2割が利用を停止しており，2019年と
2020年における利用頻度内訳では，週 4日以上の利用者
の頻度を変えなかった利用者は約 39%に減少しているこ

とが見て取れる．コロナの影響を取り出すために，図-6
の右表から左の値を減じて定常的な変化の影響を取り除

いたものを表-1に示す．表-1より，週 4日以上の利用
者において利用がなかったものが18.6ポイントの減少と

なり，週 3日以下になったものが増加したことが見て取

れる．特に，全体においては利用 0回が増えていること

から在宅テレワークが進んだことが読み取れる．ポイン

ト数の変化だけでは，直感的に変化がわかりにくいため，

表-1 を基にして算出した利用頻度を変更した人の数を

図-7に示す． 
図-7より，平日午前中利用の約370万人の利用者にお
いて週 4日以上利用している人は約 86万人おり，この
約 86万人の内で利用頻度を変更しなかった人が約 33万
人，利用頻度を定常的に変更する人は約 37万人，そし
て本研究で焦点を当てているコロナの影響により利用頻

度が減少した人は約 16万人であることを明らかにした．
さらに，この約 16万人の内訳は，週 3日〜週１日の在

宅勤務と出社を併用する人が約 8.2万人，週 1日未満の
主に在宅勤務をする人が約 7.7万人であることを明らか
にした． 
次に，2019 年と 2020 年の利用頻度別の定期券保有割

合の比較により，利用頻度が週 2日以下の低頻度の定期

券利用者は 2020 年においてもあまり変化が見られない

が，週 4日以上の高頻度の定期券利用者は大きく減少し

ていることを明らかにした．また，コロナ禍においても

週 4日以上利用する高頻度を維持する人の殆どが定期券

利用を継続しており，週 2日以下になると定期券利用を

止める傾向にあることを明らかにした．なお，定期券利

用者約120万人の内，鉄道利用を止めた人は約48万人，
鉄道利用は継続しているものの定期券利用をやめた人は

約 20万人，定期券利用を継続した人は約 52万人であっ
た．  
 
 
８．定期券利用形態別の鉄道利用行動の変化 

 

 定期券利用者数がテレワーク進展の影響により，2020
年後半から 7割程度で推移しており，減少した 3割の利
用者がどのように定期券の利用を変えたのかを明らかに

する．定期券の利用を考えるにあたり，定期券を継続し

た人を「定期券継続者（以降，継続者）」，定期券を取

り止めて定期外利用に移った人を「定期券取り止め者

（以降，取り止め者）」，鉄道利用自体を取りやめた人

を「鉄道利用停止者」と定義する．分析対象を 2018 年

〜2020年の各年における 9〜11月の 3ヶ月間の平日午前
の東急線利用者を対象とする．図-8 に，テレワーク進
展の影響を受けた 2019 年と 2020 年における定期券利用

形態の内訳の変化を示す．図-8より，継続者は48%，取

り止め者は 26%，鉄道利用停止者は 26%であること，
2018 年と 2019 年での定常的な変化分を差し引くことに

より，テレワーク進展の影響を見ることができ，継続者

が18pt減少し，取り止め者が15pt増加，鉄道利用停止者

が 3pt 増加していることが見て取れる．これらから定期

券利用者数の 3割減の内訳は，継続者の 18ptが取り止め

者の 15ptと鉄道利用停止者の 3ptへ移行していることが

読み取れる． 
 継続者と取り止め者のような定期利用と利用頻度との

関係について，図-9 に，継続者の利用頻度の変化の内

訳を，コロナの影響を取り出したものを表-2 に，表-2
を基にして算出した利用頻度を変更した人の数を図-7
に示す．図-9より，平日午前の約 60万人の継続者にお
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いて，週 4日以上利用している人は約 44万人おり，こ
の約 44万人の内で利用頻度を変更しなかった人が約 29
万人，利用頻度を定常的に変更する人は約 8.5万人，そ
して本研究で焦点を当てているコロナの影響により利用

頻度が減少した人は約 6.5万人であることを明らかにし
た．さらに，この約 6.5万人の内訳は，週 3日〜週１日

の在宅勤務と出社を併用する人が約 6万人，週 1日未満
の主に在宅勤務をする人が約 0.5万人であることを明ら
かにした． 図-11に，継続者の利用頻度の変化の内訳を，

コロナの影響を取り出したものを表-3 に，表-3 を基に

して算出した利用頻度を変更した人の数を図-12 に示す．

図-12より，平日午前の約31万人の継続者において，週

4日以上利用している人は約 20万人おり，この約 20万

人の内で利用頻度を変更しなかった人が約 1万人，利用
頻度を定常的に変更する人は約14.2万人，そして本研究
で焦点を当てているコロナの影響により利用頻度が減少

した人は約 4.3万人であることを明らかにした．さらに，
この約 4.3万人の内訳は，週 3日〜週１日の在宅勤務と

出社を併用する人が約 4.1万人，週 1日未満の主に在宅
勤務をする人が約 0.2万人であることを明らかにした． 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図-10  コロナの影響による利用頻度の変化 
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以上 週３⽇ 週２⽇ 週１⽇ 週１⽇

未満
利⽤
なし

利
⽤

頻
度

(2
01

8年
10

⽉
)

全体 100.0 63.1 11.0 5.7 6.6 3.3 10.4 100.0

内
訳

週4⽇以上 71.9 80.8 9.0 3.3 2.6 0.8 3.6 100.0
週3⽇ 14.3 38.1 32.3 14.3 8.5 1.8 5.1 100.0
週2⽇ 4.9 24.5 20.9 24.2 19.5 3.6 7.3 100.0
週1⽇ 5.8 19.2 8.1 10.7 30.6 12.0 19.5 100.0
週1⽇未満 3.2 10.9 3.4 2.9 19.7 20.8 42.2 100.0

定期券継続者

利⽤頻度(2020年10⽉)

全体

内訳

⼩計週４⽇
以上 週３⽇ 週２⽇ 週１⽇ 週１⽇

未満
利⽤
なし

利
⽤

頻
度

(2
01

9年
10

⽉
)

全体 100.0 53.2 16.3 7.1 9.8 3.7 10.0 100.0

内
訳

週4⽇以上 74.1 65.9 15.2 5.9 7.2 1.6 4.1 100.0
週3⽇ 11.9 29.5 38.1 11.9 11.6 2.8 6.0 100.0
週2⽇ 5.5 21.2 27.3 19.9 18.7 4.4 8.6 100.0
週1⽇ 5.7 16.9 11.8 10.5 28.5 12.4 19.9 100.0
週1⽇未満 2.8 10.0 5.5 3.5 19.2 19.5 42.4 100.0

定常的な変化2018/10 2019/10
定常的な変化＋テレワーク進展の影響

2020/10

（単位：％）（単位：％）

定期券継続者

利⽤頻度(2020年10⽉)

内訳

週４⽇以上 週３⽇ 週２⽇ 週１⽇ 週１⽇未満 利⽤なし

利
⽤

頻
度

(2
01

9年
10

⽉
)

全体 -10.0 5.3 1.4 3.2 0.4 -0.4 

内
訳

週４⽇以上 -14.9 6.3 2.6 4.6 0.9 0.5 

週３⽇ -8.6 5.8 -2.3 3.2 1.0 0.9 

週２⽇ -3.3 6.4 -4.3 -0.9 0.8 1.3 

週１⽇ -2.3 3.7 -0.2 -2.1 0.4 0.4 

週１⽇未満 -0.9 2.0 0.5 -0.5 -1.3 0.1 

（単位：pt）

週３⽇

週１⽇

週２⽇

週１⽇未満
０回 主に在宅勤務

約 0.5万⼈

在宅勤務と
出社を併⽤
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週1⽇
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変更する⼈

約 8.5万⼈

東急線発
平⽇午前 定期券継続者

約 60万⼈

図-9 利用頻度の変化 

表-2 コロナの影響による利用頻度の変化 
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９．定期券利用と性・年齢階層，立寄り行動との

関係 
 
 継続者および取り止め者の性・年齢階層について，図

-13 に，継続者および取り止め者の性・年齢階層別利用

者数を示す．図-13より，継続者では40，50歳代男性お

よび 20歳代女性が多く，一方取りやめ者においては 20
歳代女性，男性が多いことから，定期券利用者の 3割減

の内訳として，20 歳代女性，男性の影響が大きいこと

を明らかにした．図-14に，週 4日以上の利用を週 3日
〜週 1日に変更した継続者および取り止め者の性・年齢

階層別利用者数を示す．図-14 より，継続者では，全体

傾向と同様に 40，50歳代男性および 20歳代女性が多く，

取りやめ者においては 40歳代男性，20〜40歳代女性が

多いことから，利用頻度が減少したことで定期券を取り

止めた内訳として，40歳代男性，20〜40歳代女性の影響

が大きいことを明らかにした． 
 次に，定期券利用と相関が高いと考えられる途中下車

（以下，立寄り）と定期券との関係性を分析する．立寄

りを当該日に居住地と勤務地を利用しつつ，居住地と勤

務地以外の駅を利用した行動と定義する．図-15 に，立

寄り日数に対する累積の利用者数の百分率を示す．図-

15 より，定常時では立寄りをしていない人が 36%，立

ち寄り日数 0~6日が全体の 8割，テレワーク進展時では，
立寄りをしていない人が 54%，立寄り日数 0~3日が全体

の 8割であることを明らかにした．利用頻度別立寄り比

 
 

 
図-12  コロナの影響による利用頻度の変化 
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図-11 利用頻度の変化 
 

表-3 コロナの影響による利用頻度の変化 
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率について，高頻度を維持した人と低頻度へ移行した継

続者および取り止め者について分析した結果，週 4日以
上の利用を週 1，2日へ減らした利用者において，継続

者，取りやめ者ともに立寄り比率が週 4日以上を維持
する利用者に対してわずか2pt高いことから，平日の立

ち寄りが定期券を継続する影響度合いは小さいことこと

を明らかにした． 
 
 
 
 

10．ラッシュ時間帯別利用者の推移 

 

 ラッシュ時間帯別利用者の定義について，居住地と勤

務地の往復のトリップを対象とし，居住地での乗車時刻

がラッシュ時間帯前，ラッシュ時間帯，ラッシュ時間帯

後，午後の 4 つのどの時間帯になるかを，3ヶ月間追跡
し，その最頻値をその時間帯利用者と定義する．図-16
に，ラッシュ時間帯別の利用者の推移を，2018 年から

2019年（左図）と 2019年から 2020年（右図）に分けて
示す．図-16より， 2018年から2019年ではどの時間帯も

利用者数が増加しているが，2019 年から 2020 年のテレ
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変更した利用者の性・年齢階層 

 

図-13 定期券継続者，定期券取り止め者の 
性・年齢階層 

 

図-14 高頻度から低頻度へ利用頻度を 
変更した利用者の性・年齢階層 
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ワーク進展時では午後利用以外利用者数が減少しており，

特にラッシュ時間帯利用者は約 2割減少している．また

ラッシュ時間帯を継続する人は，定常時では 48%に対し
て，テレワーク進展時では 35%程度と，テレワーク進展
により，ラッシュ時間帯継続者が 1割強減少した．ラッ

シュ時間帯の全利用者に対するラッシュ時間帯継続者の

割合は 5割弱であることから，残りは新規利用，利用時

間変更の利用方変更であるため，混雑対策を検討するう

えで各利用者の利用実態を追跡する必要があることが明

らかとなった． 
 
 
11．おわりに 
  
本研究は，テレワークが進展し通勤行動が大きく変化

した社会における鉄道サービスの検討に向け，自動改札

データを用いて東急線を出発地とする利用者を長期間追

跡することにより，通勤行動の変化を定量的に明らかに

したものである．先行研究の課題に対して，分析対象サ

ンプルを大幅に拡大し，分析を深度化させている． 
個人の行動に着目して行動変化を確認することにより，

従来から使用される延べ利用回数の増減だけでなく，利

用者数および利用頻度の増減，定期券利用の変化を明ら

かにしたことは，本研究の大きな成果である．また，

OD 別のテレワークの進展については，勤務地の特徴の

影響を大きく受けていることを示すとともに，各 ODパ

ターンの変化数，変化比率を整理することにより，空間

的差異を踏まえた鉄道サービスの検討の重要性を明らか

にした． 
利用頻度に関する分析により，定常的な変化である

2018年10月と2019年10月，定常的な変化にコロナの影
響が加わった2019年10月と2020年10月，この2期間の
変化を比較することによりテレワーク進展の影響を抽出

でき，週 4日以上利用する人の内，約 1割の人が鉄道利
用を止め，約 1割の人が利用頻度を大きく減少させ，残

りの約 8割の人が利用頻度を変えていないことを明らか
にした．さらに，週 4日以上利用する定期券利用者にお
いて利用頻度が週 2日以下になると定期券を保有しなく

なる傾向になることを明らかにした．新型コロナウイル

ス感染症終息後を考えるうえでは，テレワークの実施に

より鉄道利用を止めた人による鉄道収入の減少，約 8割
の人が利用頻度を変えないことにより通勤混雑問題対策

の継続，利用頻度を大きく減少させた 1割の今後の動向

等は，重要な点である．また，利用頻度と定期券利用と

の関係については，定期券利用者数の 3割減の内訳とし

て，継続者が取り止め者の 8割強と鉄道利用停止者の 2
割弱へ移行していること，定期券利用者の 3割弱が入れ

替わっていること，定期券継続者の週 4日以上利用する
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図-16 ラッシュ時間帯利用者の推移 
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人の内，約 0.1割の人が鉄道利用をやめ，約 1割強の人
が利用頻度を大きく減少させ，残りの約 9割の人が利用
頻度を変えていないこと，定期券取り止め者の週 4日以
上利用する人の内，約 0.1割の人が鉄道利用をやめ，約

2割の人が利用頻度を大きく減少させ，残りの約 8割弱

の人が利用頻度を変えていないことを明らかにした．ま

た立寄りは 2週間に 1日以下する人が全体の 8割を占め
ていること，低頻度へ変更した人は平日の立ち寄りが定

期券を継続する影響としては小さいことを明らかにした．

特に，鉄道収入減少にもかかわらず混雑対策を強いられ

ることへの対応や，利用頻度を減らした人を対象とした

定期券や各種ポイントの検討は，今後の鉄道サービス，

鉄道沿線サービスを検討するうえでは，必要不可欠であ

ると考える． 
今後の鉄道サービスでは，OD，利用時間帯，利用頻

度，行動変化等を考慮し，それぞれの利用者属性に適し

た詳細なサービスを展開することが重要である．そのた

めには，本研究で示したような各属性の具体的な数字を

考慮することが必要であり，また，自動改札データのよ

うな個人行動を長期間にわたって分析可能なデータを活

用することにより，継続的に定量データに基づく施策を

行うことが可能となる．特に，利用頻度，利用時間帯の

変化等の行動変化を踏まえた柔軟な運賃設定，ポイント

付与等は，今後のサービスにおいて重要である．利用実

績から得られる価格弾力性を踏まえ，利用頻度や利用時

間帯を考慮した定期券や各種ポイントについて検討する

ことが今後の課題である．  
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UNDERSTANDING BEHAVIORAL CHANGES OF RAILWAY PASSENGERS 
 USING AUTOMATIC TICKET GATE DATA 

 
Masaki HASHIMOTO, Naohiko HIBINO and Shigeru MORICHI 

 
With the promotion of Work Style Reforms and the spread of COVID-19, telework has rapidly penetrated 

and become firmly established, and commuting behavior has changed significantly. This new commuting 
behavior is an important change when considering railway services in the coming era, however the actual 
situation has not been clarified due to the lack of quantitative analysis based on the actural behavior. This 
study aims to illustrate changes in commuting behavior using automatic ticket gate data. As a result, due to 
the influence of COVID-19, it was revealed that out of about 860,000 people who used the target route 
almost every day, about 80,000 people used home telework and about 80,000 people drastically reduced 
the frequency of use. It also quantitatively clarifies changes by OD, the relationship between commuting 
frequency and commuter pass usage, changes by gender and age group, changes in departure time zone, 
and the relationship between commuter pass holding and stop-by behavior. 
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